
議案第６４号 

 

   大口町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に 

関する条例の一部改正について 

 

 大口町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  令和７年９月１日提出 

 

大口町長   鈴 木 雅 博 

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、愛知県による保育料助成制度の対象児童が第３子以降か

ら第２子以降に拡大する取組を受け、負担軽減措置を拡大することに伴い、この条

例の一部を改正するため必要があるからである。 
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大口町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に

関する条例の一部を改正する条例 

 

 大口町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例

（平成２７年大口町条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１ １ ひとり親世帯等を除く世帯の利用者負担額の表備考４に次のただ

し書を加える。 

  ただし、１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある特定被監護者

等が２人以上いる場合は、最年長の特定被監護者等から順に２人目は無料とする。 

 別表第１ １ ひとり親世帯等を除く世帯の利用者負担額の表中備考７を備考８

とし、同表備考６中「５７，７００円」を「３０１，０００円」に改め、各号を次

のように改める。 

 第７階層 利用者負担額×０．８ 

 別表第１ １ ひとり親世帯等を除く世帯の利用者負担額の表中備考６を備考７

とし、備考５の次に次のように加える。 

  ６ 市町村民税所得割課税額が５７，７００円以上かつ３０１，０００円未満

の世帯であって、１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある子

どもを２人以上養育している教育・保育給付認定保護者にあっては、これら

の子どものうち最年長の子どもから順に２人目以降の子どもの利用者負担額

を、次に掲げる額とする。 

   (1) 第４階層 ０ 

   (2) 第５階層及び第６階層 利用者負担額×０．４ 

 別表第１ ２ ひとり親世帯等の利用者負担額の表中備考５を備考６とし、同表

備考４中「７７，１０１円」を「３０１，０００円」に改め、各号を次のように改

める。 

   第７階層 利用者負担額×０．８ 

 別表第１ ２ ひとり親世帯等の利用者負担額の表中備考４を備考５とし、備考

３の次に次のように加える。 
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  ４ 市町村民税所得割課税額が７７，１０１円以上かつ３０１，０００円未満

の世帯であって、１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある子

どもを２人以上養育している教育・保育給付認定保護者にあっては、これら

の子どものうち最年長の子どもから順に２人目以降の子どもの利用者負担額

を、次に掲げる額とする。 

   (1) 第４階層 ０ 

   (2) 第５階層及び第６階層 利用者負担額×０．４ 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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大口町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例の一部改正新

旧対照表 

新 旧 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

１ ひとり親世帯等を除く世帯の利用者負担額 １ ひとり親世帯等を除く世帯の利用者負担額 

 略  略 

 備考 備考 

  １～３ 略   １～３ 略 

  ４ 市町村民税所得割課税額が５７，７０

０円未満の世帯であって、特定被監護者

等（子ども・子育て支援法施行令（平成

２６年政令第２１３号。以下「令」とい

う。）第１４条に規定する特定被監護者

等をいう。以下同じ。）が２人以上いる

場合におけるこの表の適用については、

最年長の特定被監護者等から順に２人目

はこの表の利用者負担額の欄に掲げる額

の２分の１の額とし、３人目以降につい

ては無料とする。ただし、１８歳に達す

る日以後最初の３月３１日までの間にあ

る特定被監護者等が２人以上いる場合

は、最年長の特定被監護者等から順に２

人目は無料とする。 

４ 市町村民税所得割課税額が５７，７０

０円未満の世帯であって、特定被監護者

等（子ども・子育て支援法施行令（平成

２６年政令第２１３号。以下「令」とい

う。）第１４条に規定する特定被監護者

等をいう。以下同じ。）が２人以上いる

場合におけるこの表の適用については、

最年長の特定被監護者等から順に２人目

はこの表の利用者負担額の欄に掲げる額

の２分の１の額とし、３人目以降につい

ては無料とする。 

５ 略   ５ 略 

  ６ 市町村民税所得割課税額が５７，７０

０円以上かつ３０１，０００円未満の世

帯であって、１８歳に達する日以後最初

の３月３１日までの間にある子どもを２

人以上養育している教育・保育給付認定

保護者にあっては、これらの子どものう

ち最年長の子どもから順に２人目以降の

子どもの利用者負担額を、次に掲げる額

とする。 

(1) 第４階層 ０ 

(2) 第５階層及び第６階層 利用者負担

額×０．４ 

 

７ 市町村民税所得割課税額が３０１，０ ６ 市町村民税所得割課税額が５７，７０
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新 旧 

００円以上の世帯であって、１８歳に達

する日以後最初の３月３１日までの間に

ある子どもを３人以上養育している教

育・保育給付認定保護者にあっては、こ

れらの子どものうち最年長の子どもから

順に３人目以降の子どもの利用者負担額

を、次に掲げる額とする。 

第７階層 利用者負担額×０．８ 

０円以上の世帯であって、１８歳に達す

る日以後最初の３月３１日までの間にあ

る子どもを３人以上養育している教育・

保育給付認定保護者にあっては、これら

の子どものうち最年長の子どもから順に

３人目以降の子どもの利用者負担額を、

次に掲げる額とする。 

(1) 第４階層 ０ 

(2) 第５階層及び第６階層 延長保育料

×０．４ 

(3) 第７階層 延長保育料×０．８ 

  ８ 略   ７ 略 

２ ひとり親世帯等の利用者負担額 ２ ひとり親世帯等の利用者負担額 

 略  略 

 備考  備考 

  １～３ 略   １～３ 略 

  ４ 市町村民税所得割課税額が７７，１０

１円以上かつ３０１，０００円未満の世

帯であって、１８歳に達する日以後最初

の３月３１日までの間にある子どもを２

人以上養育している教育・保育給付認定

保護者にあっては、これらの子どものう

ち最年長の子どもから順に２人目以降の

子どもの利用者負担額を、次に掲げる額

とする。 

(1) 第４階層 ０ 

(2) 第５階層及び第６階層 利用者負担

額×０．４ 

 

  ５ 市町村民税所得割課税額が３０１，０

００円以上の世帯であって、１８歳に達

する日以後最初の３月３１日までの間に

ある子どもを３人以上養育している教

育・保育給付認定保護者にあっては、こ

れらの子どものうち最年長の子どもから

順に３人目以降の子どもの利用者負担額

を、次に掲げる額とする。 

第７階層 利用者負担額×０．８ 

  ４ 市町村民税所得割課税額が７７，１０

１円以上の世帯であって、１８歳に達す

る日以後最初の３月３１日までの間にあ

る子どもを３人以上養育している教育・

保育給付認定保護者にあっては、これら

の子どものうち最年長の子どもから順に

３人目以降の子どもの利用者負担額を、

次に掲げる額とする。 

(1) 第４階層 ０ 

- 5 -



新 旧 

(2) 第５階層及び第６階層 延長保育料

×０．４ 

(3) 第７階層 延長保育料×０．８ 

  ６ 略   ５ 略 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の趣旨 

  ０～２歳児の利用者負担額について、多子軽減として保護者の属する世帯の階

層区分に応じて、第２子は半額、第３子以降は無償または軽減率を適用したもの

としています。 

  愛知県による保育料助成制度の対象児童が第３子以降から第２子以降に拡大す

る取組を受け、次のとおり負担軽減措置を拡大するものです。 

 

２ 改正の内容 

(1) 年収約３６０万円未満相当世帯（ひとり親世帯等を除く。）の利用者負担額に 

おける負担軽減措置拡大 

市町村民税所得割課税額５７，７００円未満の世帯であって、１８歳に達す

る日以後最初の３月３１日までの間にある特定被監護者等が２人以上いる

場合は、第２子の利用者負担額を無料とします。 

 (2) 市町村民税所得割課税額５７，７００円以上３０１，０００円未満の世帯（ひ

とり親世帯等の場合は、市町村民税所得割課税額７７，１０１円以上３０１，

０００円未満の世帯）であって、１８歳に達する日以後最初の３月３１日ま

での間にある子どもを２人以上養育している場合、第２子以降の子どもの負

担軽減措置拡大 

  ア ひとり親世帯等を除く市町村民税所得割課税額５７，７００円以上９７，

０００円未満の世帯 第２子以降０円 

  イ ひとり親世帯等を除く市町村民税所得割課税額９７，０００円以上３０１，

０００円未満の世帯 第２子以降 利用者負担額×０．４ 

  ウ 市町村民税所得割課税額７７，１０１円以上９７，０００円未満のひとり

親世帯等 第２子以降０円 

  エ 市町村民税所得割課税額９７，０００円以上３０１，０００円未満のひと

り親世帯等 第２子以降 利用者負担額×０．４ 
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３ 施行期日 

  令和７年１０月１日から施行します。 
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